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Ⅰ 経営部門 評価実施概要 

 

１ 評価方法 

  以下の評価項目について、書面ならびに当該担当役員等とのインタビューに基づき評

価を行った。 

 

  評価項目 

   ①本学の内部質保証システム全体の適切性について 

②本学の新型コロナウイルス感染症への対応について 

 

２ 評価経過 

 2020年 5月 9日～13日    第 1回大学評価委員会（メール審議）評価計画策定 

 2020年 5月 27日    常務理事会 大学評価計画および評価の実施を承認 

2020年 11月 12日    役員等インタビュー 

2020年 12月 12日    第 3回大学評価委員会 大学評価報告書（経営部門）承認 

2020年 12月 16日    常務理事会 大学評価報告書（経営部門）了承 

 

６ 経営部会大学評価グループ委員名簿（役職） 

 主査 羽田貴史 広島大学名誉教授、東北大学名誉教授、広島大学高等教育研究開発 

センター客員教授、公正研究推進協会（APRIN）理事） 

出石 稔 （関東学院大学学長補佐・法学部教授（地域創生学科長）） 

井上史子 （帝京大学高等教育開発センター長・教授） 

工藤 潤 （公益財団法人 大学基準協会事務局長） 
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Ⅱ 経営部門 評価結果 

 

１．評価対象事項 

 

評価の対象とした事項は、以下の通りである。 

 

（１）評価項目 

①本学の内部質保証システム全体の適切性について 

②本学の新型コロナウイルス感染症への対応について 

 

２．評価の方法と手順 

評価は、昨年度と同様、関連資料と役員ヒアリングをもとに得られた情報をもとに行った。 

具体的には、大学評価室から提供された諸資料（別添一覧）をもとに、各評価者が所見（案）

をまとめ、ヒアリングにおいて確認すべき事項を質問項目として、貴学に事前提出するとと

もに、各所見（案）を評価者間で共有し、主な論点について評価者相互の意思疎通を図った。

その上で、総長をはじめとした役員等とのヒアリングを実施し、その結果をもとに、追加提

出資料を含めた関係書類を再確認した上で、最終的な所見をまとめた。 

 

３．評価者 

 法政大学大学評価委員会 経営部会大学評価グループ委員 

羽田貴史 主査（広島大学名誉教授、東北大学名誉教授、広島大学高等教育研究開発セン 

ター客員教授、公正研究推進協会（APRIN）理事） 

出石 稔 委員（関東学院大学学長補佐・法学部教授（地域創生学科長）） 

井上史子 委員（帝京大学高等教育開発センター長・教授） 

工藤 潤 委員（公益財団法人 大学基準協会事務局長） 

 

４．関連資料等一覧 

資料１：「教育を中心とした内部質保証体系図：法政大学」 

資料２：「法政大学の内部質保証システムとその取組みについて」 

      （2020年度 大学基準協会 大学実務説明会でのプレゼン資料） 

資料３：「2018年度 法政大学自己点検・評価報告書」 

      （2019年度認証評価申請書類） 

資料４：「認証評価 実地調査時の内部質保証に関する質問事項とその回答」 

     （2019年度認証評価申請書類） 

資料５：「法政大学に対する大学評価（認証評価）結果」 

     （2019年度認証評価結果） 
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資料６-１：「2020年度第 1回全学質保証会議議事録案」 

     （2020年 4月 30日全学質保証会議資料） 

資料６-２：「中期経営計画シート」 

（2020年 4月 30日全学質保証会議資料） 

資料６-３：「大学評価（認証評価）結果（最終版）における指摘事項一覧」 

      （2020年 4月 30日全学質保証会議資料） 

資料７：「新型コロナウイルス感染症への大学の主な対応時系列表（2020年 1月～9月）」 

資料８：「新型コロナウイルス感染症への大学の主な対応について大学 HPの抜粋（2020 

年 1月～9月）」 

資料９：「新型コロナウイルス感染症対策関連会議資料（2020年 1月～9月）」 

      （危機対策本部会議資料、学部長会議資料） 

資料１０：「新型コロナウイルス感染症対策において人事部、総務部より発信された文書 

およびメール本文(2020年 1月～9月)」 

資料１１：「危機管理対策本部会議議事録（2020年 2月～9月）」 

資料１２-１：「2020年度第 2回部課長会式次第」 

      （2020年 10月 22日部課長会資料） 

資料１２-２：「【田中総長】新型コロナ禍に対する法政大学の対応」 

       （2020年 10月 22日部課長会資料） 

資料１２-３：「【小澤常務理事】本学のテレワーク勤務の現状と課題」 

       （2020年 10月 22日部課長会資料） 

 

５．役員等ヒアリング参加者 

田中優子総長 

廣瀬克哉常務理事、増田正人常務理事、北詰昌敬常務理事、熊田泰章常務理事 

尾川浩一常務理事、近藤清之常務理事、奥山利幸常務理事、小澤雄司常務理事  

川上忠重大学評価室長、平塚眞樹総長室長 

松井哲也法人統括本部長、星崎亨子環境保全統括本部長、平山喜雄教育支援統括本部長 

生田眞敏学術支援統括本部長 

ヒアリング実施日：2020年 11月 12日 

 

 

６．評価結果 

（１）全体としての所見 

  現代の大学は、教育基本法及び学校教育法が定めるように、研究・教育・社会サービス

を統合的に発展させて、人類社会の知的基盤を高め、教育活動を通じて、専門的能力と教

養を深め、民主主義的文明社会の担い手である知的市民を育成する役割を負っている。 



 

4 

 

その役割を果たすために、提供する教育の質を維持・向上させる教育の質保証制度が

存在し、私立大学においては、自己点検・評価（学校教育法第 109条①）と認証評価（学

校教育法第 109 条①）が義務付けられている。認証評価制度は、文部科学大臣によって

認定されるものであるため、大学によっては、認証評価への対応を重視する向きもある。   

しかし、大学運営には高度な自律性が要件であり、あらかじめ定められた外部の評価

基準によるのではなく、当該大学の文脈と戦略に沿って評価を行う点で、自己点検・評価

こそ基本である。認証評価自体も、大学基準協会による評価は、大学団体としての相互評

価的意味が含まれ、各大学の自己点検・評価と改善の経験が、認証評価制度に反映し、豊

かな評価文化を醸成するともいえるからである。 

また、2020年度の評価は、「本学の内部質保証システム全体の適切性の点検・評価につ

いて」と「本学の新型コロナウイルス感染症への対応について」の２つを課題とした。後

者は、2020 年に突然出現したものであり、過去、課外活動などによるインフルエンザ流

行（2009 年）の事例はあったものの、これほど確立した治療法がなく、世界的に感染症

が長期に拡大している事例はまれである。当然、大学に感染防止と教育研究を持続的に

進めるノウ・ハウは存在せず、学生は厳しい環境に置かれ、各大学は試行錯誤を続けてい

る。評価者自身も十分な知見を有しているわけではない。こうした状況下で、あえてこの

主題を選択すること自体、危機の中での質保証活動を踏まえて進めるものとして賞賛し

たい。以下、各委員の所見を述べる。 

 

 

（２）各委員の所見 

 

評価項目１ 「本学の内部質保証システム全体の適切性の点検・評価について」 

 

法政大学の内部質保証システムは、①法政大学憲章を教育と研究、社会サービスを含む法

政大学の全活動の理念的基礎に置き、教育においては「自由を生き抜く実践知」を備えた自

立した市民の育成という目標を明確にし、②自己点検評価を、数値目標や指標によって行う

のではなく、法政大学の教職員による大学人としての専門性に基づき、対話による啓発と評

価文化の育成によって推進し、③総長＝常務理事をトップに管理運営部門の教学企画室、同

僚制自治機関としての学部長会議・研究科長会議、及び教育事項に関する運営機関である自

己点検委員会・大学評価委員会によって PDCAサイクルが構築されるという非常に濃密なシ

ステムになっている。全学的な教育マネジメントの構造的な体制としての成熟度が非常に

高いものとして評価できる。 

ただし、評価資料とインタビューでも、このシステムは発展途上のものであり、課題のあ

ることも指摘されている。次の点に留意しながら、質保証体制の深化を進めることが期待さ

れる。 
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第１は、①の中核ともいうべき「自由を生き抜く実践知」を大学院教育・学士課程の教育

プログラムと非正課教育やキャンパスライフを含めたトータルな教育活動にどうブレーク

し、検証の手法を開発していくかという課題である。理念を具体化する際には、必ず要素に

分解するので（分析）、その要素の達成度を測定することが可能に見える。しかし、その測

定された結果を累積しても総合化にはならず、当初の理念との乖離が問題にならざるを得

ない。測定結果があたかも理念の達成かのような現象は常に存在し、こうした逆規定関係が

生じないような安定的評価方法の開発・実践は､常に追求すべき課題である。大学教育のグ

ローバル化を GPAの導入としてとらえるような短絡的視野に陥らず、教育開発・学習支援セ

ンターなどの持続的な調査研究活動が重要である。 

第２は、第１の課題への解でもある法政大学における自己点検評価の主体をどう育成す

るかという課題である。教育プログラムは学問分野をもとに構成されるから、教育課程の評

価は分野の専門性をもとにすることが重要であるとともに、それが学生の発達にどう寄与

するかという視点、市民としての教養がどう形成されているかという視点が重要であり、関

連分野の教員が相互に評価しあうだけでなく、大学カリキュラム論、学生発達論、教養教育

論、科学技術社会論など、教育評価を可能にする独自な専門性を深めることも評価の質を上

げる。自己点検評価活動が、評価の専門性を高める On-the-Job Trainingの役割を果たして

いることは疑いないが、専門分野の専門性と高等教育の専門性双方を定着させるためにも、

Off-the-Job Trainingも体系的に進めることが重要である。 

第３は、教育マネジメントの構造的な体制であり、インタビューでも指摘され、大学側で

も意識されているように、かなり複雑な組織構造の改善である。評価に基づく教育改善メカ

ニズムの構築には、①教育情報の調査・収集・点検・分析、②目標に照らしての評価、③評

価に基づく改善策の策定とオーソライズ、④改善策に基づく実行の 4つのフェーズがあり、

①②は評価活動であるが、③は経営機能、④は教育組織の機能であり、これらを一体化する

わけにはいかない。特に、③は評価結果からのみ、演繹されるものではなく、資源調達や新

たな事業推進などとの比較衡量で決定されるから連続的なものではない。このフェーズを

組織に落としこむには、組織合理性だけでなく、運営上の熟練も重要な要素なので、組織の

設置と廃止にだけ囚われず、実践を重視して進めることが重要と思われる。 

第４は、大学院教育における研究倫理教育の推進である。それは、大学院レベルの「自由

を生き抜く実践知」を支えるものとして重要である。大学院教育では、専門家としての倫理

が求められるからである。この点は、さらに検討を進められることを期待する。 

（羽田貴史） 

 

 

評価所見を述べるにあたり、私の評価の前提を申し上げる。 

今回の評価は、評価委員が評価項目を分担してコメントする従来の方式から４人の委員

が全体（２項目）についてそれぞれコメントする方式とされた。 
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そこで、各委員の意見が重複することも考えられること、多様な意見が示されることが望

ましいことなどにかんがみ、私自身の事前質問と役員からの回答を踏まえた所見とするこ

としたい。 

評価資料及び役員インタビューを通じて、貴学の内部質保証システムが総合的・体系的に

構築されていることが理解できた。また、大規模大学である貴学が全学を挙げて質保証確保

に臨んでいる真摯な姿勢も十分に感じられた。さらには、総長が述べられた内部質保証を教

育・研究・社会貢献において的確に機能させることが大学憲章「自由を生き抜く実践知」の

実現につながるとのご認識は、貴学の一貫した方向性を指し示しているものとして大変感

銘を受けた。 

さて、提示された「内部質保証体系図」を見ると、会議体が相当数に及んでいる。この体

制整備に当たって、FD を冠する組織がなくなったことを知ったが、それも決して悪いわけ

ではなく、総合的・体系的整備の一環としてむしろ当然の帰結と言えるようにも考えられる。 

一方で、整合性の確保された全学の教学マネジメントを確立するため、各会議間の連携が

キーとなることは間違いない。さらに、この内部質保証体系を回していくためには、多数の

教職員がかかわってくるものと思われる。そこで、この体系とそこに通底する貴学の内部質

保証の趣旨を、全教職員が理解され、取り組まれていることが肝要と考える。そのためにも、

教職員の研修を重ねるなどして、充実した「体制」と「態勢」を確保することが望ましい。 

ただし、学部長、研究科長をはじめとして内部質保証に中心的に取り組む教員、実際に事

務処理などを担う職員など各立場での業務量は相当膨大になっているものと拝察する。ま

ず、この体系図に基づく会議の運営、そして書類作成等の事務について簡素・効率化を図ら

れたい。そして、業務量削減の観点から、毎年の評価対象を今回のように時宜を得たテーマ

に絞って選択することが望ましいのではないか。なお、この点は、役員インタビューで廣瀬

常務理事から、「毎年フルセットではなく、認証評価の年以外は重点化して評価するように

しているが、さらに効率化が必要と認識している」との回答をいただいている。 

大切なのは内部質保証を機能させることであり、内部質保証体制を回していくことが目

的となっては本末転倒である。私自身のことで恐縮だが、国際環境基準 ISO14001を取得し

た後、この認証を維持するために大量の文書を作成するなど、かえって業務の非効率と大幅

な停滞を招いた経験がある。これも「手段」と「目的」が主客転倒してしまった結果である。

貴学の内部質保証の体系は手段にほかならず、効率化を図ったうえで、成果を上げていただ

きたい。 

さらに、今後内部質保証システムを運用し、毎年度の点検・評価を行っていく中で、実施

体制の簡素化・統合化なども常に視野に入れておくことも肝要と考える。この点、廣瀬常務

理事から「再編・整備を常に図っていく」とのコメントをいただいた。 

内部質保証システムは、まさに、貴学の実践知教育の PDCAを回していくことに他ならな

い。そして、質保証の果実を享受するのは、他ならない学生であることを付言しておきたい。                                 

（出石 稔） 
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法政大学における教学に関する内部質保証は、授業レベル・学部・研究科レベル・全学レ

ベルのそれぞれにおいて、改革・改善のための PDCAサイクルを廻すことにより担保される

仕組みとなっている（資料 1）。このような内部質保証のための体制づくりは他大学でも見

られるものではあるが、法政大学において特筆すべきは、各部局におけるピア・レビューを

基盤とした丁寧な自己点検・評価活動とそれを主導する自己点検委員会や質保証委員会（資

料 2）といった委員会制度が着実に機能している点にあるといえる。そのために、大学評価

室を中心として学内における内部質保証に関する考え方を浸透させるための懇談会を開催

するなど、多様な工夫や取り組みが継続して行われていることも評価できる。懸案であった

全学的な内部質保証における責任体制についても、2018 年度に総長や副学長などから構成

される「全学質保証会議」が設置されたことで、より包括的な視点から教学における PDCA

サイクルを構築することも期待されるところである。その一方で、丁寧な取り組みを目指す

が故に質保証に関与する委員会や会議が全体的に増加しており、それらの関係性も複雑化

している感が否めず、第三者から見てもその全体像を一度で把握することが難しい状況と

なっている。役員等へのインタビューでは、今後、活動内容を精査した上で組織やその役割

を整理・統合することにより大学全体の内部質保証体制を分かりやすく明示するべく検討

を行うこと、関与する教職員の業務負担の軽減を図る工夫や努力を行うことなどについて

も説明をいただいたところである。このように、法政大学においては内部質保証に関わる仕

組みや体制づくりが一定の完成を見たように見受けられるが、次に課題となるのはその実

質化であろう。内部質保証の PDCAサイクルを廻すには、目標に向かって協力し、改革・改

善に向けた努力をする組織の構築が鍵となる。この間に整備された委員会や会議体が単な

る連絡や報告に終わることなく、学生の声も含め多様な意見を取り入れた議論の場となる

とともに、内部質保証の PDCAサイクルを廻し続けるための推進役として機能し続けること

を期待したい。 

なお、教学の内部質保証における大きな課題の一つある「学生の学習成果の把握」につい

ては、先述の「全学質保証会議」が中核となり、あらためて学生の学習成果を把握するため

のツールの再構築や 4 年間の学生の学習履歴の把握に取り組んでいくことが予定されてい

ることから、これら取り組みの進捗にも注目したい。      

 （井上史子） 

 

 

法政大学の全学の内部質保証は、常務理事会、学部長会議、研究科長会議の役割分担を通

して行われていたが、2018 年度に新たな体制を整備した。新体制となってまだ一年足らず

ではあったが、全学的視点からの自己点検・評価に着手するなど、早速、その機能を発揮し

ている。新たな法政大学の内部質保証システムの特徴は、以下のとおりである。 
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１点目は、全学的教学マネジメント体制が整備された点である。法政大学では、常務理事

会、学部長会議、研究科長会議のそれぞれの役割分担を通して、教学マネジメントが展開さ

れてきた。しかし、「全学的な質保証の責任の所在や役割分担が必ずしも明確でなかった」

との理由から、2018年度から内部質保証に責任を負う組織として新たに「全学質保証会議」

が設置された。これにより、常務理事会、学部長会議、研究科長会議との権限配分や役割分

担がより明確になり、全学的な内部質保証システムが体系的に整備された。また、「全学レ

ベル」「学プログラム・研究科レベル」「授業レベル」の３側面から PDCAサイクルを展開さ

せており、それぞれ相互に整合性を持たせ、これをシステム的に統合させ、全学の内部質保

証システムとして構築している。 

ところで、内部質保証は、単に自己点検・評価を実質化させるプロセスと捉えるべきでは

ない。教育と学習の充実と学習成果を向上させていくためのプロセスと捉える必要がある。

したがって、３つのポリシーを起点に、学位プログラムの体系化とそのプログラムの効果的

運用というプロセスも組み込まれる必要がある。そうした点から言えば、法政大学では、教

学上の企画立案機能をより一層強化するために、新たに総長と副学長直下の組織として「教

学企画室」を設置し、教育開発支援機構とも連携することとしている。これにより、総長を

中心とした全学的教学マネジメントの機能化が期待される。 

また、学習成果の把握については、それぞれの学部が従来から取り組んでいたが、これを

全学的に整理して、学部ごとに「初年次教育」「基礎教育段階」「専門教育段階」「卒業時」

に分けて「学習成果を把握（測定）する方法」をホームページで公表した。把握した学習成

果の結果については、カリキュラムポリシーの有効性の評価やカリキュラム改革、さらには

学生の学習活動の改善などに活用されるなど、教育・学習の充実につなげている。 

２点目は、自己点検・評価の客観性を高めている点である。自己点検・評価を「点検」と

「評価」に分類しそれぞれ異なる組織体で実施している。まず、「点検」については、自己

点検委員会のもとで各学部・研究科内に設置される質保証委員会が具体的評価を実施して

いる。その際、自己点検の客観性を高める観点から、評価項目を第三者機関である大学基準

協会の評価項目を準用し、さらに質保証委員会は学部（研究科）執行部の取組状況を点検対

象としていることから、同委員会の委員長には、学部長・研究科長以外の者を充てることと

している。他方、「評価」については、大学評価委員会が担い、同委員会の下に複数の部会

を設置し、例えば、学部・研究科の教学部門の自己点検結果を評価する教学部会（７部会）

では、客観性を高めるために学部の評価を他学部の教員が行うこととしている。こうした評

価にあたっては、教育の質の向上に資する情報分析した結果などの客観的データを IR委員

会から提供を受けている。また、大学評価委員会に設置される経営部会（大学評価グループ

と国際化評価グループ）には学外者を配置しており、ここでも客観性を高める仕組みとなっ

ている。 

こうした客観性を重視した評価は、自己点検・評価の実質化を実現するための重要な要素

であり、今後さらなる充実を期待したい。なお、教学部会が評価対象としている「教育課程・
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内容の適切性」や「教育課程の順次性・体系性」については専門的視点が要求されることに

なるが、他学部の教員が評価できる評価手法（例えば、オーディット的方法など）の開発も

必要と思われる。 

３点目は、学内において内部質保証に関する情報共有の徹底に努力している点である。か

つて、OECDは、日本の高等教育政策のレビューを行い、2009年にその結果を公表した。そ

の際、レビューチームは、「高等教育においてきわめて重要なことは、質を維持向上させる

という文化を学内に醸成することである。」と指摘している。法政大学では、新たな内部質

保証体制を構築する以前から、大学評価室が中心となって、大学評価室セミナーや自己点検

懇談会（学部、大学院、事務部門ごと）を実施し、内部質保証に関する理解を深め、情報共

有に努めている。また、先述の OECDのレビュー結果では、わが国の大学は質保証に対して

主体的に責任を負っているとは言い難いとの指摘もなされたが、法政大学は、多くの大学構

成員を巻き込むセミナー等を開催するなどして、質保証・質向上に対して主体性を発揮して

いると評価できる。今後、こうした努力を通じて、質にこだわる文化が一層醸成されていく

ことを期待する。                           

（工藤 潤） 

 

 

評価項目２ 「本学の新型コロナウイルス感染症への対応について」 

 

感染症のリスクが高く、発症者が大規模になっている東京都において、多数の学生を抱え

る大学としての奮闘努力に敬意を表したい。オンライン授業ニュースとして定期刊行物化

した情報提供、総長による HP 上での直接のメッセージ発信が 17 回に及ぶという例も他大

学ではあまりなく、学生目線での対応は、高く評価できる。 

 また、特別な支援を要する学生への対応や教員への支援など、細かなニーズへの対応も進

められ、対面授業実施の基準策定など、コロナ下での授業の在り方を模索する方策は高く評

価できる。評価実施の時点では、学生アンケート結果などデータが出始めた時期であり、他

方、都内での感染状況の拡大いかんでは、さらに外出規制もありうるのが現在であり、評価

によって次のステップに移行するような段階ではないと思慮する。評価よりも今後の対応

のために、いくつかの課題を提示するにとどめる。 

第１に、2020 年度はもちろんのこと、2021 年度もオンライン授業を軸にせざるを得ず、

緊急避難的な措置から、2020 年度前期の経験に照らしてオンラインを常態化した教育の在

り方を模索・提示していく状況であるという認識に立つと、法政大学内部のデータに止まら

ず、広く、日本の大学の実践や調査研究を参照した方向性の提示が急がれる。国立情報学研

究所「4月からの大学等遠隔授業に関する取組状況共有サイバーシンポジウム」はすでに 21

回を数え、各種のアンケート調査によって、オンライン授業のメリット・デメリットが検討

され、グッド・プラクティスが共有されつつある。コロナ禍の中で、いかに教育の質保証を
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進め、学生の成長発達に寄与するかが問われているのである。教育開発支援機構や IR委員

会では、こうした調査研究や実践を渉猟し、教職員とマネジメントに適切な形で提示するこ

とが求められる。 

第２に、改善や実践に役立つ情報とは、評価を伴い、「何を」「どのように」「いつ」実施

するかという提言を含むものである。「オンライン授業に関する学生対象調査の集計結果に

ついて」は、9月 17日学部長会議以来、すでに３報を重ねているが、「何を」「どのように」

「いつ」実施するかというインプリケーションは十分ではない。実際に教育活動を担う教員

の関与も得ながら、具体性を伴う提言の策定が急がれるべきである。 

第３に、質保証の観点から重視すべきは、オンライン授業は、学習者の学習行動や学年に

よって異なる効果、反応が得られていることが、他大学の調査でもわかっていることである。

2020 年度入学者は、大学での学びへの移行経験が例年とは違う状況にあったが、高校教育

の経験は、ほぼ例年通りと推測できるものの、2021 年度入学者は、地域によって違いがあ

るものの、高校 3 年生での学習経験が正常な状態ではなかったと推測される。2020 年度入

学者に有効であった方策が、2021 年度入学者に有効とは限らないのではないだろうか。 

この視点からは、調査検討の対象を、現在の高校生まで拡大し、その実情を把握すること

も 2020年度の残余期間に行い、2021年度の教育活動にいかすべき事柄である。 

高校教育－大学教育の接続性だけでなく、従来想定してきた学年の順序性が果たして維

持されているかも大きな課題であり、これらは数年間にわたって大学教育に影響を与える

ことが予測される。全体の調査デザインの確立が求められる。 

また、昨年までの対面授業での状況とどう違うかなど、学生による授業評価と同じ設問を

使っての分析が重要である。 

実験・実習など対面でなければ効果が得られない科目をどうするかも重要な問題である。

大学によっては、オンライン実験などを開発・実施し、良い結果が得られたとの報告もある

が、この点についても、重要な検討課題である。大変な負荷がかかるが、執行部のリーダー

シップでモデル的な大学教育開発を進められることを期待している。     

（羽田貴史） 

 

 

貴学の新型コロナ対策については、きわめて高く評価できると考える。とりわけ、迅速な

方針等の策定と発信、学生に安心感を与える的確な情報提供、専任のみならず非常勤講師に

配慮したオンライン授業導入、オンライン授業の活用方法の提示と共有などは模範ともい

える取組みで、私の本務校でも見習いたい。 

現段階で来年度のオンライン授業と対面授業の区分をすでに整理されていることも望ま

しい。 

オンライン授業については、インタビューにおいてオンライン授業と対面授業のメリッ

トを生かした組み合わせを検討していく旨の回答があり、とりわけ総長からの「従来の授業
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時間と回数という教える側の管理（量の確保）から学ぶ側の学生による学修管理（質の確保）

になる」、「オンラインと対面の組み合わせの実効性を確保するための教室レイアウトの抜

本的な変更（すべて可動席にするなど）も考えたい」、「それが実践知教育につながる」とい

う指摘には感銘を受けた。 

関連して、学生からオンライン授業での過大な課題について不満が寄せられているとの

点について、一言申し上げたい。確かに単位認定のための学習時間の確保はオンラインであ

っても必要である。他方で、以下のような指摘がある。 

毎回多くの課題が出されるのは、一つには教員の高揚感からであり、二つには学生が勉強

しているか教員の不安感からだとする。後者について、「状況の定義」（授業を真剣に聴いて

いるかなど）は対面だと教員に主導権があるのに対し、オンラインは学生に主導権があるた

め、定義が共有されないためである。 

私自身も耳が痛いところではあるが、オンライン授業が当面続くことが見込まれること

から、こうした点の教員間の意識共有が必要ではないか。 

学生支援については、教員と学生のコミュニケーションを多様なかたちで図っていくこ

ととし、限られた回数でもコンタクトをとるとした回答を得た。特に１年生には毎週土曜の

午後に順次登校するホームカミングデーを設定していることは、好事例といえよう。 

教育面、業務執行面で充実したコロナ対策を講じている貴学だが、一方で、膨大な通知類

が頻発されることにより教職員や学生が混乱していないか、危惧がないわけではない。この

点、例えばオンライン授業について Zoom、WebeXなど多数のシステムを導入することで非常

勤講師でも対応できるようにし、授業成立させることに意を用いたなど、避けられない緊急

対応だったとの説明をいただき納得できた。しかしながら、コロナ対策を浸透させていくた

めにも、今後は要点を集約した周知を行っていくことを検討されたい。 

社会は今後、ウィズコロナからポストコロナにシフトしていくこととなる。オンラインを

有効に活用することで授業効果アップ、教育の質向上につながり、会議や事務等の効率化、

省力化に資する。デジタルトランスフォーメーションの推進や新しい生活様式に適応して

いくことが、貴学の教職員、学生のスキルアップが図られることに通ずると思料する。 

（出石 稔） 

 

 

新型コロナウイルス感染症は、感染が拡大した当初はその実態が具体的には明らかにな

っておらず、そういった中での大学としての対応は学内事情に応じて手探りで進めなくて

はならない状況にあったことは想像に難くない。したがって一律にその対応について評す

ることは難しいため、ここではオンライン授業とテレワークについて有効であったと思わ

れる取り組みや今後の課題等について挙げる。 

 

①オンライン授業について 
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・4月中旬頃より教学統括副学長のもとに教員支援向けのオンライン授業特設チームが

設置され、「HOSEI2020オンライン授業ニュース」（資料 8-3）を発行されたことは、初回

版にもその目的が説明されている通り、実際に授業を担当する教員に大学の方針を迅速に

伝えるとともに、オンライン授業に関する情報を学内で共有・蓄積することに有用であっ

たと思われる。また、役員等へのインタビューでは、オンライン授業にどう取り組むかに

ついて教員による自発的でインフォーマルな FD活動も複数行われていたとのことであ

り、このような活動を一過性に終わらせることなく、アフターコロナを見据えた新たなオ

ンライン教育のあり方について全学的な議論が進められることを期待したい。 

・2020年度 10月以降に外国人留学生の入国制限が緩和されたことにより、秋学期の途

中から国内にて履修をする留学生の増加が見込まれている。役員等へのインタビューで

は、そのような留学生の学習を支援する方策の一つとして、法政大学の大きな特長でもあ

る学生スタッフを活用した個別サポートも行われているとのことであった。従来からある

システムや学内リソースを活かした有用な取り組みであると言える。 

 

②テレワークについて 

・テレワーク勤務の実施にあたっては職員を対象とした調査が実施され、その勤務実態

や問題点の把握に努められている（補足資料 03）。調査結果より、テレワーク勤務が難し

かった理由としてとくに多かったのが「事務 LANを利用したシステムの使用が不可欠であ

ったこと」「学外に持ち出すことができない情報を扱う業務」（補足資料 03、スライド 5）

である。大学が保持する学生等に関わる個人情報を誰がどう扱うのか、テレワークにおけ

る情報へのアクセス権限の問題など、大学としての早急な対応が求められる。 

 ・今回のコロナ禍において、図らずもテレワークやリモート会議に対する日本全体での

理解が進んだと思われるが、先の職員に対する調査においても、通常時のテレワークの導

入に賛成する意見が反対を大きく上回っている（補足資料 03、スライド 14）。新型コロナ

終息後の授業についてもオンライン・オンデマンド化への流れが見込まれており、大学教

職員の働き方改革も見据えた新たな大学運営のあり方に対する検討が期待される。                  

（井上史子） 

 

 

新型コロナウイルス感染症の影響により、世界中の多くの大学は授業方法の変更、学生の

学習支援の対応、勤務体制の見直し等を余儀なくされた。法政大学においては、総長自らが

先頭に立って、「学生の学びを止めない」ための様々な取組を展開してきたことに敬意を表

したい。 

その上で、以下の２つの観点から、法政大学の新型コロナ対応を見ていきたい。 

まず、１つ目の観点は、「学生、保護者、教職員に対する情報提供の迅速性・適切性」で

ある。本年 1月 31日、日本での新型コロナウイルスが感染拡大する以前に、ホームページ



 

13 

 

に「新型コロナウイルス肺炎について〈注意喚起〉」を掲載した。ここから、法政大学の新

型コロナ対策が具体的に行われることとなる。2 月 19 日には、「危機対策本部」を設置し、

必要事項を次々決定し、その決定事項はホームページ上で公表している。特に、学事日程の

変更は重要事項であり、学位授与式や入学式の中止、授業の開始等については、学内決定後、

直ちにホームページで公表している。また、授業の方法やオンライン授業に伴う受講環境整

備等に関する情報についても迅速に公表し、必要に応じた情報更新も行っている。また、大

学独自の奨学金や国による緊急給付金の案内、学生及び保護者に向けた「本学の学費の考え

方」についても発信している。さらには、「総長から皆さんへ」と題し、総長自らが学生や

教職員に向けて、ホームページ上でメッセージを頻繁に発信している。これは、コロナ禍の

中で特に不安を抱える学生に対して大学との繋がりを感じさせ、安心を与えるものであり、

極めて意義のある取組として評価したい。こうした種々の情報提供は、迅速かつ適切であり、

高く評価するものである。 

２つ目の観点は、「学生への教育、学生支援（修学支援、生活支援）の適切性」である。

法政大学の授業は、その開始日を 4月 21日〜5月 11日までの間で開始するとして、弾力的

取り扱いの中でオンラインによる授業をスタートさせた。オンライン授業を実施するにあ

たり、学生の通信環境の整わない学生に対して Wi-Fi ルーターやパソコンの無償貸与や通

信環境整備の補助、大学サーバーの増強、ウェブ会議システム（Zoom、Webex、Teams）の法

人契約を行った。また、「HOSEI2020 オンライン授業ニュース」を定期的に発信し、そのニ

ュースレターの中で、オンライン授業の方針と考え方のほか、オンライン授業に関する情報

（Webex の使い方、オンライン授業に当たっての配慮（お願い）、学習支援システムのお知

らせ、成績評価方法について、等）を学生及び教職員に周知した。実際の授業は、リアルタ

イム双方向型とオンデマンド型で行われた。オンライン授業に関する学生アンケートでは、

メリットとして「自分の時間配分で学習できた」と感じている学生が５割強に達する一方で、

デメリットとしては「講義の理解が難しかった（38%）」「質問をしづらかった（24%）」とそ

れぞれ比較的高い数値を示している。今後、オンライン授業の効果的方法の研究を進め、学

生の満足度の高い教育・学習が展開されることを期待する。 

学生支援に関しては、学習支援システム（Hoppii）を通じて、教材の配布、レポートや小

テストの実施、授業に関する必要な情報を提供している。また、新型コロナウイルスの感染

症に伴い家計が急変し経済的に困窮している学生に対して、「家計急変学生奨学金の強化」

「緊急支援奨学金の新設」「学生の学内雇用の拡大」「緊急対策奨学基金の新設」「学費の延

納制度の導入」など複数の支援策を講じた。こうした学生への教育及び学生支援（修学支援、

生活支援）は、適切に実施されていると評価できる。 

また、本年７月には、秋学期授業実施の基本方針・ガイドラインを定め、特に、「新型コ

ロナウイルス感染症に対する行動指針」を設定し、「教育活動」「研究活動」「課外活動」「学

生の入稿」「窓口業務」「行事イベント」の６つの活動の行動制限レベルを、０から５の６段

階に設定しそれぞれの行動指針を定めた。なお、秋学期授業は、「行動指針レベル３」とし、
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原則オンライン授業とし、「３密」を避け実験実習授業等を一部対面で実施することができ

るとした。法政大学の新型コロナウイルス感染症への対応については、適切な対応を講じて

いると評価できる。  

                           （工藤 潤） 

 

 

（３）結 び 

上記に見られるように、課題はあるものの、各委員の所見から、法政大学の内部質保証シ

ステムが総合的体系的に機能していることが共通して評価されており、特に、総長を頂点と

するマネジメントシステムとして構成され、同時に同僚制を基盤とした評価として機能し

ている点が重要と思われる。コロナウイルス感染症に対する対応も、迅速性や総合性、発信

の多面性が評価されているが、このシステムの機能として理解できる。 

一方、課題としてほぼ共通に指摘され、大学の側としても自覚的に取り組んでいること

に、組織運営体制の複雑化の改善と効率化がある。また、客観性を高めるための学習成果把

握の推進も、大きな課題である。 

さらに、コロナ感染症対応として浮かび上がっているのは、直接対面しての機会が大き

く減少したことに伴う教員相互、学生相互、教員-学生間のコミュニケーションの問題であ

る。この「結び」執筆の時点（11月 21日）で、東京都は 3日連続で 500人を超え、全国も

連続して 2000人を超え、最多数を更新している。現在、学生・教職員の健康を守り、リス

クを回避することと教育研究活動の実施とは相反関係にあり、そのバランスをどうとるか

が喫緊の課題となっている。困難な状況ではあるが、法政大学のシステムを生かした取り組

みを切に期待している。 

 

以 上 

 


